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１．はじめに
　地方財政の健全化が重要な政策課題となり行財政改革
が本格化する中で，基礎自治体（市区町村）の社会教育
行政は転換期を迎えている．目下進行中の自治体社会教
育の再編形態は，行政内部における首長部局と教育委員
会の関係性，行政と民間の関係性という2つの側面から
把握することができる（大桃，2011）．
　具体的には，前者の事例として，公民館の整理・縮小
やコミュニティセンター化，社会教育施設の首長部局（一
般行政部門）への移管が挙げられる．後者の事例として
は，社会教育施設運営の住民組織への委任や公の施設１）
の管理・運営を民間事業者に代行させる指定管理者制度
の導入，施設利用の有料化が挙げられよう．
　以上のような自治体社会教育の再編は，一方では，社
会教育と関連の深い生涯学習施策が教育行政と一般行政
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Summary
The financial restructuring of local government is currently an important policy issue and is one that has 
prompted local governments to undertake a series of administrative and financial reforms. Against such a 
backdrop, how has social education in local government been restructured? This paper focuses on the policy 
trends involving Kominkan -community learning centers in merged local governments—which now cover wide 
areas as a result of the so-called “Mega-merger of the Heisei Era”—and reveals the status of the reconstruction of 
social education at a local government level. The paper considers the municipal merger of Sakata City and 
Tsuruoka City in Yamagata Prefecture; the newly merged area now has a vast geographic spread that spans coastal 
to mountainous areas. Both cities have accelerated their administrative and financial reforms since merger. Sakata 
City replaced its Kominkan with a community center. Tsuruoka City considered the introduction of a designated 
administrator system. Overall, local governments have promoted the uniform restructuring of social education 
despite economic, social, and cultural differences. The question now is: How will local governments inherit and 
develop the practices of social education? Such practices have evolved in a variety of ways, all according to the 
unique challenges presented by each area.
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の融合による「総合行政」（鈴木，2008）として推進され，
他方では「教育行政の学校特化」（石井山，2009）の傾
向が強まる中で進められつつある．その影響は，自治体
予算における社会教育費の縮減として表れており，社会
教育主事など社会教育専門職の人員削減が進んでいる（松
井，2010）．端的に言って，自治体社会教育は一般行政
に包摂されつつあるわけだが，なかでもこうした動きが
顕著なのは合併自治体であるように思われる．
　もちろん，財政健全化を旗印にした行財政改革自体は，
「平成の大合併」２）において合併したか否かにかかわら
ず多くの自治体で取り組まれており，その具体的内容と
進捗状況は当該自治体の政治姿勢に規定されているため，
一律に論じることはできない．実際，社会教育施設への
指定管理者制度の導入状況には，合併自治体と非合併自
治体の間で差はほとんどないという調査結果もある（内
田，2009）．
　だが，前述したように，首長部局と教育委員会の関係
性，行政と民間の関係性の変容という視点から，行財政
改革の加速化あるいは徹底化という側面に注目したとき，
住民自治の展開基盤である自治体社会教育がより大きく
変化しつつあるのは，合併自治体であるように思われる．
ここで危惧されるのは，合併自治体では，団体自治を行
使する範囲が拡大するのにしたがって，生活圏における
可視的な関係を基盤に成立してきた住民自治の営みが途
絶してしまうという事態である（内田，2006）．
　合併自治体では，自治体内における地域間の公平性が
重視され，人口が集積する都市部にあわせて行政サービ
スが一律化される傾向にある．また，公共投資も合併自
治体の都市部に集中しがちとなり，そのしわ寄せを受け
て，いわば周辺部に位置することとなった旧町村部など
の過疎地域では行政機関の整理・縮小が行われ，行政サー
ビスの水準が低下しつつある（岡田，2009）．過疎地域
における学習文化活動の拠点であり，住民自治の展開基
盤の一つである公民館をはじめとする社会教育施設もそ
の例外ではない．
　実際，公民館をめぐっては首長部局への移管や公民館
条例の撤廃による非教育施設化，指定管理者制度の導入
などにより，自治体が配置してきた教育専門職である社
会教育職員の引き揚げなど「公民館の非公民館化」（小
池ら，2009）が進展し，それぞれの地域課題に即して多
様に展開してきた社会教育実践の成立条件が失われよう
としている．首長部局移管と公民館条例の廃止は，地域
住民の学習権を保障する教育機関として社会教育法で規
定されている社会教育施設の非教育機関化を意味してお
り，その先には，行財政リストラの有力なツールである
指定管理者制度の導入が見え隠れする（長澤，2011）．
　こうした地域住民の学習権の保障を後退させることに
つながる合併自治体における社会教育行政の再編は，合
併すること自体が最大の行財政改革であった当初は，激
変緩和措置や住民感情への配慮もあって比較的目立つこ
とはなかったものである．だが，合併後数年が経過して
行財政改革が再びクローズアップされ予算配分と行政機
構の見直しが本格化する中で，公平性の観点から，合併
自治体内における各種事業・制度の統一化が進められ，
それまでの旧自治体における社会教育実践の地域的個性
を失わせるような自治体社会教育の平準化というべき政
策動向が強まっている．
　以上のような現状認識と問題意識を根底に，本稿では，
地方分権の時代における自治体社会教育のあり方を今後
議論していくための基礎資料を提供することを目的とし
て，「平成の大合併」における合併自治体の社会教育行政，
とくに社会教育施設の一つである公民館の配置および管
理・運営の再編動向を明らかにし，市町村合併の進展に
伴い自治体社会教育の制度的な展開基盤がどう変容しつ
つあるのかを検討する．
　前述したように，市町村合併が一段落する一方で，合
併自治体ではいま行財政改革が本格化しつつあるが，そ
の一環として，公民館をはじめとする社会教育施設の配
置や管理・運営のあり方の見直しが急速に進められてい
る（長澤，2011）．このような政策動向について，社会
教育の実践者と研究者の交流団体である社会教育推進全
国協議会は，憲法および教育基本法に規定された「権利
としての社会教育」という立場から，「住民の学習の自
由や社会教育専門職員の教育専門職としての自律性・専
門性をないがしろにする原理的な問題」（『月刊社会教育』
（「月刊社会教育」編集委員会，2011年7月1日），第55
巻第7号，p.79）であり，その理論的かつ実践的な検討
を早急に進める必要があるという見解を示している．こ
のような問題意識に基づき，同協議会は現在，2011年
度から2年間の予定で，社会教育施設の配置と管理・運
営の再編に関する全国実態調査に取り組んでいる．
　また，日本社会教育学会では2006年度から3年間にわ
たって，「自治体改革と社会教育再編」という研究プロジェ
クトを組み，「平成の大合併」の進展に伴い社会教育施
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設の配置と管理・運営のあり方がどう変化しつつあるの
かについて，学会を挙げて実態調査を進めてきた．その
成果は，『自治体改革と社会教育ガバナンス（日本の社
会教育　第 53 集）』（日本社会教育学会編，2009 年 9 月
18日）として同学会の年報にまとめられたが，「平成の
大合併」が進行中であるという制約もあって，合併自治
体における社会教育施設の配置および管理・運営の再編
動向に関する詳細な検討は，今後も引き続き取り組むべ
き研究課題として残されることとなった．
　その後，日本社会教育学会は2009年に，目下重要な
政策課題である地域再生を実現するためにも，「貧困で
劣悪化してきている公的な条件整備（施設や職員），『環
境醸成』活動の現状を直視」３）するような自治体社会教
育研究に重点的に取り組むべきであるという見解を示し
た．同学会は現在，前述したような社会教育推進全国協
議会の取り組みと歩調を合わせる形で，地域社会の変動
と社会教育施設の再編に関する調査研究を推進している
ところである．
　このように，市町村合併に伴う社会教育施設の配置お
よび管理・運営の再編の現段階を実証的に明らかにして
いくことがいま求められており，こうした課題に応える
ためにも詳細な事例調査を積み重ねていくことが必要で
ある．本稿のねらいは，以上のような理論的かつ実践的
な研究課題に応えるため，先行研究の成果を踏まえつつ，
合併自治体における社会教育施設の再編動向に関する基
礎的知見を得ることにある．そこで，地域住民にとって
最も身近な教育機関の一つである公民館に焦点を当てて，
市町村合併に伴う社会教育施設の配置および管理・運営
の再編動向を明らかにしていきたい．
　検討対象は，「平成の大合併」により広域化した山形
県酒田市と鶴岡市である（図1）４）．両市では全国の合併
自治体と同様，市町村合併後，行財政改革が推し進めら
れ，それと同時に「公民館の非公民館化」が進展するな
ど社会教育施設の配置および管理・運営のあり方が目ま
ぐるしく変化しつつある．「平成の大合併」により平野
部から山間部に至る広大な市域を形成し，社会・経済・
文化の異なる多様な地域から構成されることとなった両
市における行財政改革の進展と社会教育行政の再編の動
きは，市町村合併に伴う社会教育施設の再編の現段階を
明らかにするうえで全国的にも有意義な事例であるとい
えよう．
　以下，第2節では，全国および山形県の現況に触れな
がら，社会教育施設の再編をめぐる政策動向と実態を整
理する．第3節では酒田市，第4節では鶴岡市を事例地
として，社会教育施設，とくに公民館の配置と管理・運
営の見直しについて，筆者が2011年1〜3月に実施した
両市の教育委員会（社会教育担当者）への聞き取り調査
の結果に基づき，検討していきたい．そして，第5節では，
以上の検討結果をまとめ，考察を加えたい．
２．自治体社会教育をめぐる政策推移と再編動向 
　　 ─全国および山形県の現況─
2.1. コミュニティ施策の推移と課題
　1969年9月の国民生活審議会・コミュニティ問題小委
員会の報告「コミュニティ──生活の場における人間性
の回復」を受けて，1971 年以降，旧・自治省や旧・文
部省，旧・厚生省などから一連のコミュニティ施策が提
起された．その中で，旧・自治省は，1971年4月に発表
した「コミュニティに関する対策要綱」に基づき，小学
校区を基礎的な単位としてモデル・コミュニティを指定
し，生活環境の整備や住民活動を支援するコミュニティ
センターの建設を中心とするハード面重視のコミュニティ
施策を展開した．それと並行して，自治体独自のコミュ
ニティ施策も始められ，コミュニティセンターを設置す
る動きが全国に広がっていった．
　旧・自治省は，コミュニティ施策の中で建設された各
種施設に対して，特定の名称を規定しなかったため，コ
ミュニティセンターと呼ばれる施設の設置数の推移や現
況を正確に把握することは難しい．そこで，おおよその
状況をつかむため，社団法人神奈川県地方自治研究セン
ターが2006年5月，47都道府県および全国の市区町村
（1,820市町村，23特別区）の合計1,890自治体を対象に
実施した，指定管理者制度の導入状況に関するアンケー
ト調査の結果を参照しておきたい（神奈川県地方自治研
究センター，2006）．
　同調査の調査票の回収数は1,568通，回収率は83.0%
（小数点第2位を四捨五入，以下，本稿では百分率表示
は同様に処理した）であり，その結果をみると，2006
年4月1日現在，公の施設として自治体が設置かつ指定
管理者制度を導入している「集会所・コミュニティセン
ター」数は6,389施設であった．この調査では，公の施
設の範囲は自治体の判断に委ねられており，調査時点に
おける指定管理者制度の導入率も不明であるが，以上を
考慮しても，コミュニティセンターの設置が全国に広がっ
市町村合併に伴う社会教育施設の再編 ─  早尻
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ている様子はうかがえよう．
　一方で，コミュニティ施策の全国的な広がりは，公民
館が廃止されるケースが相次ぐなど自治体社会教育のあ
り方に深刻な影響を及ぼしてきた（上原，2010）．その
背景には，1980 年代に本格化した「総合行政」を基調
とする生涯学習政策の展開がある．こうした中で，例え
ば，教育の機能を従来の学校教育のそれと同一視し，成
人学習（社会教育）の分野における独自の教育活動の意
義を否定する「社会教育の終焉」（松下，2003）も主張
されるようになった．この主張をめぐっては，「社会教
育としての生涯学習」の立場から，地域づくりにおける
教育的視点が希薄であり，住民の学習権の保障という点
で問題があるという批判が加えられている（鈴木，
2008）．
　鈴木の指摘を踏まえると，自治体社会教育には，今日
まで続く一連のコミュニティ施策や生涯学習政策を読み
替えながら，学習の論理に基づき，住民自ら地域の課題
に取り組み，実際に地域づくり活動を進めていけるよう
な「学び」の組織化を進めていくことが求められている
といえよう．
2.2. 指定管理者制度の導入をめぐる現状と課題
　指定管理者制度は2003年6月，地方自治法第244条の
2（公の施設の設置，管理及び廃止）第 3 項の「管理」
にかかわる規定の改正に伴い，創設された．それまでの
管理委託制度では，公の施設の管理委託先は，地方公共
団体の出資法人（1／2 以上出資等）や公共団体（土地
改良区など），公共的団体（農協，自治会など）に限定
資料）『山形�市町村概要 平成22年刊』（山形�総務部総合政策局市町村課・財団法人山形�市町村振興協会，2011年1�），p.36．
図1　「平成の大合併」における�形県内の�町村合併の��
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されていた．しかし，指定管理者制度では，地方公共団
体が条例で定めた手続きに基づき議会の議決を得た団体
を指定して，公の施設の管理・運営を一定期間その団体
に行わせる仕組みとなり，公の施設の管理・運営を株式
会社やNPO法人，法人格をもたない団体に代行させる
ことが可能となった．
　その政策意図は，総務省自治行政局長が各都道府県知
事に通知した「地方自治法の一部を改正する法律の公布
について」（総務省，2003年7月）（以下，「総務省通知」
と略記）において「今般の改正により導入される指定管
理者制度は，地方公共団体が指定する法人その他の団体
に公の施設の管理を行わせようとする制度であり，その
対象は民間事業者等が幅広く含まれるものであること」
と示されているように，「官から民へ」という官業の民
間開放にあった．
　指定管理者制度の創設目的は，「多様化する住民ニー
ズにより効果的，効率的に対応するため，公の施設の管
理に民間の能力を活用しつつ，住民サービスの向上を図
るとともに，経費の節減等を図ること」（「総務省通知」）
にあった．その構図は，「民間の能力を活用」→「住民サー
ビスの向上」→「経費の削減」と整理できるが，地方行
財政改革がドラスティックに進められる中で，本来であ
れば最終目的である「経費の削減」が最重要視されると
いう転倒的状況が生じつつある（長澤，2011）．とくに，
①指定期間満了後の継続性が保証されないため，②職員
の労働条件が悪化し，「官製ワーキングプア」の温床と
なりかねず，③長期的計画に立った専門性が確保できず，
④住民の学習権を保障する公的責任が放棄されること
─を懸念する声が強い（片岡，2009）．だが，最近では，
公民館や図書館，博物館などの社会教育関係施設に導入
する事例が相次いでいる５）．
　この点について，文部科学省の『社会教育調査』６）に
拠りながら，全国（都道府県，市区町村）および山形県
の現況を確認しておこう．2008年度において全国の社
会教育関係施設の中で最も指定管理者制度の導入率が高
かったのは「文化会館」（46.2%）であり，「青少年教育
表1　全�および�形県の���育関係��における�定�理者制度の�入��（2008年度）
（単位：施設）
地域
区分
社会教育施設名
施設数
（A）
�定管理者制度の導入施設数 制度導入�
（B／A）計（B） 地方公共団体 民法第34条の法人 会社 NPO法人 その他
全国
公民館 15,943 1,220 － 225 37 20 938  7.7%（ 3.3%）
公民館類似施設 623 131 － 38 25 4 64 21.0%（ 9.4%）
図書館 3,165 203 － 51 107 29 16  6.4%（ 1.8%）
博物館 1,248 134 － 110 18 3 3 10.7%（ 7.8%）
博物館類似施設 4,527 965 24 526 177 48 190 21.3%（12.7%）
青少年教育施設 1,129 369 7 169 72 38 83 32.7%（16.7%）
女性教育施設 380 78 － 34 4 17 23 20.5%（ 7.7%）
社会体育施設 27,709 8,855 86 4,200 2,142 602 1,825 32.0%（20.7%）
文化会館 1,893 874 5 581 175 37 76 46.2%（33.2%）
生涯学習センター 384 68 － 38 15 3 12 17.7%（  － ）
山形�
公民館 623 83 － － 1 1 81 13.3%（ 0.7%）
公民館類似施設 17 16 － － － － 16 94.1%（ 0.0%） 
図書館 36 5 － 2 － 3 － 13.9%（ 0.0%） 
博物館 16 3 － 3 － － － 18.8%（ 0.0%） 
博物館類似施設 66 20 1 12 2 － 5 30.3%（ 1.5%） 
青少年教育施設 18 2 － － 1 － 1 11.1%（ 0.0%） 
女性教育施設 5 1 － 1 － － － 20.0%（ 0.0%） 
社会体育施設 413 122 2 47 46 － 27 29.5%（ 1.2%） 
文化会館 22 8 1 1 4 2 － 36.4%（ 0.0%） 
生涯学習センター 8 3 － 1 2 － － 37.5%（ － ）    
資料）『社会教育調査』（文部科学省，2005年度），同（2008年度）．
　注）1．「施設数」「�定管理者制度の導入施設数」には2008年10�1日��の数値を示した． 
　　　2．「制度導入�」には2008年度（2008年10�1日）の�定管理者制度の導入�を示した．�た，���内には2005年度（2005 
年10�1日）の実�値を��した．
　　　3．「公民館類似施設」とは，社会教育法第42条に規定する公民館に類似する施設の��，市区町村が条��設置した施設�市 
区町村教育委員会が所管するもの�ある．ただし，生涯学習センター，文化会館，集会所，自�治公民館は除く．「博物館類
似施設」とは，博物館と同種の事業を行い，博物館法第29条に規定する博物館に相当する施設と同等以上の規模の施設�ある．
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施設」（32.7%），「社会体育施設」（32.0%），「博物館類
似施設」（21.3%），「公民館類似施設」（21.0%），「女性
教育施設」（20.5%）がそれに続いた（表1）．「公民館」
への導入率は7.7%と，施設全体の中では「図書館」（6.4%）
に次いで低かったが，2005年度に比べて4.4ポイント上
昇した７）．「公民館」の指定管理者の内訳をみると，最
も多かったのが「その他」（938施設）であり，「民法第
34条の法人（一般社団法人・一般財団法人，公益社団
法人・公益財団法人）」（225施設），「会社」（37施設），「NPO
法人」（20施設）と続いた．
　山形県の社会教育関係施設には，2005年度時点では
指定管理者制度はほとんど導入されておらず，全国に比
べ導入率も低かった．しかし，2008年度には全国より
も高い導入率を示す施設もみられるようになった．例え
ば，2008 年度における「公民館」への導入率は 13.3%
と全国よりも高く，2005年度の同0.7%から大幅に上昇
した８）．「公民館」の指定管理者は「その他」（81施設）
がほとんどを占め，「会社」（1施設）や「NPO法人」（1
施設）はわずかであった．全国でも最多であった「その
他」の詳細は不明だが，筆者の聞き取り調査の結果を踏
まえると，その多くは町内会をはじめとする地域の住民
組織ではないかと考えられる．
　ところで，首長部局と教育委員会の関係性，行政と民
間の関係性という側面からみたとき，指定管理者制度の
導入は直接的には後者に関連するものである．だが，そ
れは社会教育施設の首長部局への移管という形で，実際
には前者の動きとリンクしながら展開されつつある．と
りわけ，地方教育行政の組織及び運営に関する法律が
2007年に改正され，その第24条の2において，教育行
政の所掌事務であった「スポーツに関すること」「文化
に関すること（文化財の保護に関することを除く）」が
首長部局で担当可能とされたことにより，両分野の首長
部局移管が加速している．
　また，公民館にかかわっては，教育委員会の権限に属
する事務を首長部局の行政職員が「補助執行」できると
いう地方自治法第180条の7の規定を適用して，首長部
局が社会教育施設を運営する動きが強まっており，社会
教育行政の土台である教育委員会制度のあり方が揺れ動
いている（長澤，2010）．
３．山形県酒田市における自治体社会教育の再編と 
　　コミュニティ施策の展開
3.1.「平成の大合併」の経過と行財政改革の進展
　庄内地方における市町村合併の動きは，「山形県市町
村合併推進要綱」（山形県，2000年11月）に基づき，庄
内広域行政組合９）が2001年，庄内地域市町村合併研究
会を立ち上げたことに始まる．同研究会では庄内地方全
14 市町村による合併は時期尚早として見送られたが，
庄内地方の北部では，2002年8月に旧・酒田市と立川町，
余目町，遊佐町，八幡町，松山町，平田町により任意協
議会，2003年2月には旧・酒田市と遊佐町，八幡町，松
山町，平田町により法定協議会の庄内北部地域合併協議
会が設置されるなど合併協議が進められた．その後，前
記協議会から遊佐町が離脱したため，2004年11月には旧・
酒田市と八幡町，松山町，平田町により北庄内合併協議
会が立ち上げられ，2005年11月1日，これら4市町が新
設方式で合併し，新・酒田市（以下，酒田市と表記）が
誕生した．
表2　酒田�の旧�町村別にみた土��用区分別面積
（単位：ha）
土地利用区分 酒田市 八幡町 松山町 平田町
総数 17,584 （100.0%） 20,476 （100.0%） 4,292 （100.0%） 17,922 （100.0%）
農用地 8,060 （ 45.8%） 1,724 （ 8.4%）   1,160 （ 27.0%）  1,707 （ 9.5%）  
森林 2,557 （ 14.5%）  17,288 （ 84.4%）  2,158 （ 50.3%）  14,598 （ 81.5%） 
（国有林） 606 （23.7%） 12,274 （71.0%） 231 （10.7%） 9,885 （67.7%）
（民有林） 1,951 （76.3%） 5,014 （29.0%） 1,927 （89.3%） 4,713 （32.3%）
原野 2 （ 0.0%）   0 （ 0.0%）   0 （ 0.0%）   0 （  0.0%）
水面・河�・水路 1,153 （  6.6%） 437 （  2.1%） 268 （  6.2%） 407 （  2.3%）
道路 1,369 （  7.8%） 357 （  1.7%） 190 （  4.4%） 329 （  1.8%）
�地 2,315 （ 13.2%）  186 （ 0.9%）   177 （ 4.1%）   265 （ 1.5%）  
その他 2,128 （ 12.1%）  484 （ 2.4%）   339 （ 7.9%）   616 （ 3.4%）  
資料）『山形�統計年鑑』（山形�，2004年）．
　注）1．「総数」の内訳の百分�の合計は，小数点第2位を���入したため必ずしも100.0%とはな�ない�合がある．
　　　2．斜字体�示した「（国有林）」「（民有林）」の実数，百分�ともに「森林」の内数�ある．
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　合併の結果，酒田市の面積は602.79km3と大きく広が
り，その市域には日本海に面する平野部から出羽丘陵の
山間部に至る多様な地理的特性をもつ地域が含まれるこ
ととなった（表2）．人口は117,577人（2005年10月1日
時点の旧4市町の合計値）となり，山形市，鶴岡市に次
ぎ県内で3番目に人口の多い自治体となった（『国勢調査』，
以下同段落の人口データの出所は同様）．その内訳は旧・
酒田市が98,278人，八幡町が7,067人，松山町が5,302
人，平田町が6,930人であった．なお，2010年10月1日
現在の人口は111,170人と合併時から5.5%減少し，県
全体（3.9%）および県内市部（3.2%）を上回る減少率
を記録した．
　旧4市町では合併以前から「行財政改革大綱」などが
それぞれ策定され，行財政改革が取り組まれてきた．こ
うした中で，「地方分権時代に対応したまちづくりと行
政能力の向上，住民福祉の維持向上と行財政基盤の強化，
生活圏の一体化と住民ニーズの高度化」（「新市建設計画」
（北庄内合併協議会，2005年2月））を理由に，究極の行
政改革と呼ばれる市町合併が行われた．
　合併後，酒田市では「地方公共団体における行政改革
の推進のための新たな指針」（総務省，2005年3月）に
基づき，2006年8月，2006〜2010年度までを計画期間と
する「酒田市行財政集中改革プラン　『人いきいき　ま
ち快適　未来創造都市　酒田』の実現」（酒田市，2006
年8月）（以下，「行革プラン」と略記）を策定した．そ
の基調は「自己決定，自己責任による行政運営」にあり，
基本方針・目標には「安定的な市民サービスの提供」「市
民の参画と協働による行政運営」「持続可能な財政基盤
の確立」が掲げられた．以上の基本方針・目標を実現す
るため，改革すべき項目として，①定員管理の適正化，
②給与の適正化，③事務・事業の再編・整理，廃止・統
合，④民間委託等の推進，⑤第3セクターの見直し，⑥
健全な財政運営の推進，⑦地方公営企業の経営健全化，
⑧住民参画と地域コミュニティの育成──が挙げられた．
　これらの改革項目のうち「③事務・事業の再編・整理，
廃止・統合」　「⑧住民参画と地域コミュニティの育成」
において，自治体社会教育の再編方向が示されることと
なった．「③事務・事業の再編・整理，廃止・統合」で
は「事務事業の効率化」の対象として「地区公民館のあ
り方」が挙げられ，2009 年度までに「旧市の地区公民
館については，支所管内の地区公民館のあり方との整合
を図りながら，コミュニティ振興会活動との一体化を図
ります」と明記された．また，「組織機構の統廃合」の
対象として「自治会連合会等のあり方」が挙げられ，実
施時期は示されなかったものの，「酒田市自治連合会，
公民館地区自治会連合会，旧町区長会の統合組織のあり
方について検討を進めながら，統合について働き掛けを
行います」とされた．
　「⑧住民参画と地域コミュニティの育成」では，「住民
主体の地域づくりを実践するため，支所管内におけるコ
ミュニティ振興組織の整備について働き掛けをしていき
ます」という方針が打ち出された．その結果，2009 年
度から地区公民館は廃止され，その代わりに設置された
コミュニティセンターが旧・地区公民館活動とコミュニ
ティ振興活動を一元的に担うこととなった．
　酒田市当局は2010年11月，「行革プラン」の計画期間
の終了を前にして，2011〜2015年度までの5年間を計画
期間とする「酒田市新行財政集中改革プラン」（酒田市，
2010年11月）（以下，「新行革プラン」と略記）を策定
した．「新行革プラン」には，2007年9月に策定された
新市初の総合計画である「酒田市総合計画　酒田未来航
路図」（計画期間：2008〜2017年度）を推進するという
意図も込められた．「行革プラン」の骨格部分が引き継
がれた「新行革プラン」では，自治体社会教育そのもの
への言及はなくなったが，「市民協働の推進」という改
革項目の中で，2011年度から首長部局のまちづくり推
進課が「コミュニティ振興会活動の活発化への支援」を
実施する方針が示された．
3.2. 地区公民館の廃止とコミュニティセンターの設置
　旧・酒田市では，小学校区を基本的な単位として，市
街地にはコミュニティ振興会が運営するコミュニティセ
ンター，郊外地には地区公民館とコミュニティセンター
の併設型施設が設置されていた．併設型施設には常勤の
公民館主事（市職員）のほか，非常勤の館長（自治会連
合会の会長），臨時職員が配置され，そこでは住民票の
発行などの一般行政業務も行われていた．旧市当局は
2002年，「地区公民館あり方検討委員会」から，①地区
公民館を廃止してコミュニティセンターに一本化し，②
公民館主事を引き揚げたうえで，③コミュニティセンター
を教育委員会から首長部局へ移管すること──という答
申を受け，地区公民館のコミュニティセンター化に着手
した．しかし，地区公民館から市職員を引き揚げること
への住民の反発は強く，また，市町合併問題が浮上した
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こともあって，地区公民館の再編は延期された．
　八幡町では，1996年および2001年に策定された「八
幡町行政改革大綱」のもと行財政改革が行われてきた．
合併を目前に控えた2005年3月に策定された「八幡町行
財政改革推進計画」（計画期間：2005年4〜10月）では，
「公民館等（地区公民館，集会施設，克雪管理センター）
における指定管理者の導入」（『広報やわた』（八幡町，
2005年5月号』），No.527，p.5）が実行に移された．平
田町でも同様の動きがみられ，合併を目前にして，平田
町中央公民館の分館（10館）に指定管理者制度が導入
された．なお，松山町の地区公民館の管理・運営は公設
民営方式により行われていた．
　合併後における自治体社会教育のあり方に関しては，
「生涯学習諸計画については，合併後に新しい計画を策
定すること」「公民館については，当面現行のとおりとし，
合併後に生涯学習諸計画などの指針を決定したうえで，
早い段階で方向性を決めていくこととする」（「合併協定
書」（酒田市・八幡町・松山町・平田町，2005年12月））
とされた．上記のうち公民館のあり方については，酒田
市当局は旧市の再編方針をそのまま引き継ぎ，「地区公
民館活動とコミュニティ振興会活動の一元化」（『私の街
さかた』（酒田市，2008 年 12 月 1 日号），No.75，p.8）
を目指し，地区公民館を廃止してコミュニティセンター
に移行する方針を打ち出した．
　この再編方針は，旧町の住民の声を市政運営に反映さ
せるため総合支所ごとに設けられた地域審議会や，地域
座談会などを通じて住民に周知されたが，住民からは「マ
イナスの要因が感じられる．自主的活動を強制されて，
予算的措置が弱くなっていくのでは．今の八幡の公民館
活動が弱くなっていく感じがする」（平成18年度第2回
八幡地域協議会会議録（概要），p.8）という懸念も表
明された．「住民の皆さんからは，公民館体制からコミュ
ニティ振興組織体制に変遷することに対して行政の押し
つけとの意見もあるようです」（『私の街さかた　松山版』
（酒田市，2008年3月31日号），最終号，p.2）という市
当局のコメントは，こうした懸念が住民間で広がってい
たことを裏付けるものである．この点について，当時の
事情を知る酒田市教育委員会の社会教育担当者は，「再
編対象地域の住民は，市職員の引き揚げに伴う教育機能
や行政機能の縮小を懸念するとともに，コミュニティ振
興会という住民組織が本当に機能するのかどうかという
不安を抱えていた」（筆者取材結果）と述べている．
　以上のように地区公民館の廃止に対する住民の抵抗感
は強く，コミュニティ振興会の立ち上げは困難をきわめ
た．住民の不安を和らげるため，市側は，地区の運動会
などイベント的要素の強い事業を，各総合支所の地域振
興課に移管して地区公民館の業務を減らす措置をとり，
コミュニティセンターの管理・運営を担うために設立予
定であったコミュニティ振興会の負担軽減を図ってきた．
こうした中で，再編対象地域では，次第に，コミュニティ
センターへの移行をめぐる具体的な手順やその内容が議
論されるようになり，小学校区ごとに22のコミュニティ
振興会（市街地区9，公民館地区12，飛島地区1）がす
でに組織されていた旧・酒田市では，公民館地区におい
て，コミュニティ振興会が従来の公民館実践をどう担っ
ていくかについて協議が進められた．旧3町の総合支所
地域では，旧・酒田市のようなコミュニティ振興組織が
なかったことから，その設立に向けて地域協議会や自治
会などで協議が行われた．
　以上のような経緯をたどって，2009年度から，酒田
市中央公民館を残して地区公民館はすべて廃止され，コ
ミュニティセンター（防災機能を有するコミュニティ防
災センターも含む，以下同様）に移行した（表3）．コミュ
ニティセンターは基本的には地区公民館の単位で設置さ
れたが，平田総合所管内では他地域に比べて地区公民館
（平田中央公民館の分館）の規模が小さかったことから，
10分館が5コミュニティセンターに集約されることとなっ
た．
　地区公民館の廃止に併せて，コミュニティセンターの
所管は教育委員会から首長部局の市民部まちづくり推進
課に移され，市職員はすべて引き揚げられ，その管理・
運営はコミュニティ振興会に業務委託されることとなっ
た10）．ただし，再編当時の事情を知る教育委員会の社会
教育担当者によると，「コミュニティセンターに指定管
理者制度はなじまない」（筆者取材結果）ことから，今
後ともコミュニティセンターの管理・運営に指定管理者
制度を導入する予定はないということだった．
　酒田市当局は，コミュニティセンター化を進めた理由
として，「市民の学習意識，地域づくりへの関心の高ま
りにより，従来の公民館活動（社会教育）の枠を越えた
幅広い学習や地域づくりが活発になっています．社会教
育法による行政が主導する公民館事業から各地域（コミュ
ニティ）が主導する活動が増加し，ますますその傾向が
強まっていくと予想されます．このことから，社会教育
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施設としての公民館から，地域の主体性と独自性を大切
にしながら行政と協働し，自主的な運営が可能なコミュ
ニティセンターとするものです」（『私の街さかた』（酒
田市，2008年12月1日号），No.75，p.9）を挙げていた．
ここからは公民館にできなくてコミュニティセンターに
できるものが何かは必ずしも明らかではない．再編の要
点はあくまで，人件費等の削減により財政支出を抑える
ことにあったとみるべきであろう．
　コミュニティセンターを管理・運営するコミュニティ
振興会には施設管理と事業運営に必要な経費が市側から
支払われることとなった．なかでも，事業運営経費は振
興会が独自に創意工夫して実施する事業活動に対して支
払われるとされ，取り組み次第で振興会間に配分額の差
が生じる仕組みが導入された．また，「活動内容は組織
内で十分話し合って決めていく必要」（同上）や「単に
地域住民の触れ合いを深める活動を進めるだけではなく」
（同上）という指摘も行われるなど，酒田市では，コミュ
ニティセンターの管理・運営に当たって，コミュニティ
振興会の自助努力を強く求めてきた．
　以上のように自治体社会教育の再編が急速に進められ
た一方で，教育委員会内には，これまでの公民館実践の
蓄積が失われてしまうのではないか，という懸念が生じ
ていた．とりわけ，教育委員会の所管ゆえに展開できた
ともいえる青少年対象の学社連携事業（学校教育と社会
教育の連携事業）が，旧公民館の首長部局への移管に伴
い実施されなくなるのではないかという点が危惧された．
そこで，教育委員会社会教育課は2009年度から，旧市
の地区公民館で実施していた「ふるさと・ふれあい事業」
をモデルに，旧市の公民館地区と八幡，松山，平田総合
支所管内のコミュニティ振興会への委託事業として「地
域の教育力向上事業」を開始した．「地域の教育力向上
事業」の創設には，地区公民館においてこれまで展開さ
れてきた学社連携事業の継続のほかに，新たに設立され
たコミュニティ振興会の自立──財務経理や総務などの
事務管理や事業企画などコミュニティセンターの運営能
力を高めること──を促すという目的もあった．
　この事業のねらいは，「地域全体で『地域の子』『社会
の子』として，子どもと地域の人々と交流できる機会を
設け，人づきあいについて学んだり，自然に社会のルー
ルを身につけたり，自分の考えをしっかりと伝える力な
どをはぐくむことができるよう」（「地域の教育力向上事
業委託要項」）にあり，委託事業の実施に当たっては，「地
域と学校の連携による事業」「世代間交流学習による『か
かわり』の醸成」「地域課題の調査・研究」など，教育
委員会が例示したものを参考に，コミュニティ振興組織
が事業内容を独自に企画・実施することが求められた．
2009年度は24コミュニティ振興会，2010年度は25振興
会が同事業に取り組んだ．例えば，松山総合支所管内に
表3　酒田�における�区��館などの再編��
地域区分
組織名称（組織数） 事業運営
再編前 再編後 再編前 再編後
旧・酒田市
全域
中央公民館（1館）
中央公民館の分館（1館）
中央公民館（1館） 直営 変更なし
市街地区 コミュニティセンター（9館） 変更なし
コミュニティ振興会（9団体）
に委託
変更なし
公民館地区 地区公民館（12館）
コミュニティセンター 
（8館）， コミュニティ 
防災センター（4館）
直営
市町合併以前に設立
されていたコミュニティ
振興会（12団体）に委
託
飛島地区 飛島総合センター（1館） 変更なし
コミュニティ振興会（1団体）
に委託
変更なし
八幡地域
中央公民館（1館）
地区公民館（4館）
地区公民館の分館（2館）
コミュニティセンター 
（4館）
地区公民館に指定管理
者制度を導入済み
市町合併後に設立さ
れたコミュニティ振興
会（4団体）に委託
松山地域 地区公民館（4館）
コミュニティセンター 
（4館）
公設民営方式
市町合併後に設立さ
れたコミュニティ振興
会（4団体）に委託
平田地域
中央公民館（1館）
中央公民館の分館（10館）
コミュニティセンター 
（5館）
中央公民館は直営，�の
分館には指定管理者制
度を導入済み
市町合併後に設立さ
れたコミュニティ振興
会（5団体）に委託
資料）北庄内合併協議会業務資料，『わたしの街酒田（酒田市広報）』（No.76，2008年12�1日），『同』（No.82，2009年3�16日）．
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ある山寺コミュニティ振興会では，2009年度に，地域
住民が講師となって，小学校5年生を対象に田植えや稲
刈り，枝豆栽培を体験させる食育活動が行われた．
４．  山形県鶴岡市にみる自治体社会教育の再編方向
4.1.「平成の大合併」と鶴岡市の公民館体制
　2002年9月，庄内地方の南部に位置する鶴岡市（以下，
旧・鶴岡市）と藤島町，羽黒町，櫛引町，三川町，朝日
村，温海町の7市町村は，旧・合併特例法に基づき庄内
南部地区合併協議会を設置した．その後，三川町が合併
協議から離脱したため同協議会は解散したが，同町を除
く6市町村が南庄内合併協議会を新たに設置して合併に
向けた協議を重ね，2005年10月1日，新設合併方式によ
り新・鶴岡市（以下，鶴岡市と略称）が誕生した．
　合併に伴い，鶴岡市は1,311.51km2 と全国で10番目，
東北地域では最も広い自治体となり（「全国都道府県市区
町村別面積調」（国土交通省国土地理院，2010年）），人
口は県内で2番目に多い142,384人となった（『国勢調査』，
以下同段落の人口データの出所は同様）．その内訳は，
旧・鶴岡市が98,127人，藤島町が11,595人，羽黒町が
9,323人，櫛引町が8,320人，朝日村が5,378人，温海町
が9,641人であった．なお，合併後5年を経た2010年10
月1日現在における鶴岡市の人口は136,627人と合併時に
比べ4.0%減少し，その減少率は県全体および県内市部を
上回った．
　日本海沿岸の平野部から山間部に至る広大な市域を形
成することとなった鶴岡市では，合併当初は新市として
の一体感の醸成に力が入れられた（表4）．鶴岡市では，
酒田市のように合併当初から本格的な行財政改革が進め
られることはなく，自治体社会教育も旧市町村の実施体
制が継続されてきた．詳細は省くが，合併当初から現時
点まで，同市における社会教育関連の職員数や「公民館
管理運営事業費」などの社会教育費にはほとんど変化は
みられなかった．
　合併後における公民館制度のあり方については，「地
区公民館管理運営事業」「地区公民館運営委託事業」「地
区公民館芸術文化事業」「自治公民館等」が未調整事務
として残され，①地域社会教育活動の振興は現行体制を
継続しながら3年以内に体制，補助施策を検討，②公民
館は鶴岡市中央公民館を新市の中央公民館とし，各町村
の中央公民館，地区公民館はそれぞれの特徴を踏まえ連
携を強化していく，③自治公民館等への建設補助，活動
支援補助等は5年以内に調整する──とされた（「合併
協定書」（鶴岡市・藤島町・羽黒町・櫛引町・朝日村・
温海町，2004年12月））．
　現在，鶴岡市の公民館は旧市町村ごとに異なる管理・
運営体制がとられている（表5）．旧・鶴岡市を除く5地
域には，地区公民館（櫛引地域は1館のみ）がそれぞれ
設置されている．地区公民館の施設管理は，指定管理者
制度を導入している温海地域の4館と自治公民館として
活用されている朝日地域の1館を除き，市が直接実施し
ている．事業運営は，市が業務委託している藤島地域の
4館と朝日地域の自治公民館扱いの1館を除き，市が各
地域の住民団体と連携しながら行っている．なお，同じ
地域の中でも，館ごとに，公民館実践の展開基盤である
館区の人口などは大きく異なっている（表6）．
　鶴岡市教育委員会の社会教育担当者によると，旧町村
部の住民の間には，住民活動の拠点は主に自治公民館で
あり，地区公民館は運動会など地域行事の調整業務を担
う行政機関であるという意識が強いという．鶴岡市教育
委員会では，地域振興活動の拠点として地区公民館を住
民に活用してもらうため，社会教育委員会議において
2009年度から「地域づくりにつながる公民館のあり方」
を議論してきた．現在，藤島地域の東栄公民館や広瀬公
民館では地域課題の意識化を目的としたワークショップ
を開催しているほか，旧市内の田川コミュニティセンター
や朝日地域の公民館ではシンクタンクの協力を得ながら
地域振興に関するモデル事業を実施している．
4.2. 地区公民館からコミュニティセンターへ─旧・鶴
岡市の事例─
　1948年に鶴岡市公民館（1955年に鶴岡市中央公民館
へ改称）が設立されて以来，旧・鶴岡市では，1950 年
代の町村合併による市域の拡大に伴い公民館体制の充実
が図られ，1960 年代中盤には 15 館（市街地 1 館，郊外
地14館）が設置されていた．当時の公民館には，館長
と副館長，公民館主事の3人以外に公民館主事補が在籍
する館もあり，各館3〜5人の人員が配置されていた．「鶴
岡市は公民館活動，ひいては社会教育活動の発祥の地と
もいわれ，その活動は全国の関係者に注目された．文部
省の視学官は，わが国の社会教育の方法原理は鶴岡市か
ら生まれた，と評した」（鶴岡市史編纂会，2011，p.211）
というように，旧・鶴岡市では「全国優良公民館」とし
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表4　���の旧�町村別にみた土��用区分別面積
（単位：ha）
土地利用区分 鶴岡市 藤島町 羽黒町
総数 23,391 （100.0%） 6,322 （100.0%） 10,961 （100.0%）
農用地 6,703 （ 28.7%） 3,930 （ 62.2%） 3,799 （ 34.7%）
森林 10,270 （ 43.9%） 1,084 （ 17.1%） 4,666 （ 42.6%）
（国有林） 511 （ 5.0%）   387 （ 35.7%）  2,130 （ 45.6%） 
（民有林） 9,759 （ 95.0%）  697 （ 64.3%）  2,536 （ 54.4%） 
原野 0 （ 0.0%）   0 （ 0.0%）   1 （ 0.0%）  
水面・河�・水路 826 （  3.5%） 350 （  5.5%） 441 （  4.0%）
道路 1,578 （  6.7%） 530 （  8.4%） 458 （  4.2%）
�地 1,953 （  8.3%） 376 （  5.9%） 312 （  2.8%）
その他 2,061 （ 8.8%）   52 （ 0.8%）   1,284 （ 11.7%） 
土地利用区分 櫛引町 朝日村 温海町
総数 8,018 （100.0%） 56,917 （100.0%） 25,540 （100.0%）
農用地 2,289 （ 28.5%） 1,199 （  2.1%） 897 （  3.5%）
森林 3,813 （ 47.6%） 53,092 （ 93.3%） 22,822 （ 89.4%）
（国有林） 1,697 （ 44.5%） 39,393 （ 74.2%） 6,609 （ 29.0%）
（民有林） 2,116 （ 55.5%） 13,699 （ 25.8%） 16,213 （ 71.0%）
原野 0 （  0.0%） 1 （  0.0%） 0 （  0.0%）
水面・河�・水路 516 （  6.4%） 1,497 （ 2.6%）   274 （ 1.1%）  
道路 406 （ 5.1%）   479 （ 0.8%）   367 （ 1.4%）  
�地 255 （ 3.2%）   167 （ 0.3%）   195 （ 0.8%）  
その他 739 （ 9.2%）   482 （ 0.8%）   985 （ 3.9%）  
資料）『山形�統計年鑑』（山形�，2004年）．
　注）1．「総数」の内訳の百分�の合計は，小数点第2位を���入したため必ずしも100.0%とはな�ない�合がある．
　　　2．斜字体�示した「（国有林）」「（民有林）」の実数，百分�ともに「森林」の内数�ある．
表5　���における��館の組織運営の現�
（2010年3�31日��）
地域
区分
公民館 施設管理 事業運営
自�治公民館
活動支援
市職員数
備　�
常勤 非常勤
鶴岡 中央公民館 直営 直営
あり
（158 館）
8 0 ・鶴岡市教育委員会社会教育課長が館長兼務
藤島
藤島公民館 直営 業務委託
なし
2 2
・ 市が各地区公民館運営協議会に公民館事業
を業務委託
・ 藤島公民館の非常勤職員の��1人が館長，
そのほかの公民館の非常勤職員はすべ�館長
八栄島公民館 〃 〃 2 1
東栄公民館 〃 〃 2 1
長沼公民館 〃 〃 2 1
渡前公民館 〃 〃 2 1
羽黒
手向地区公民館 直営 直営
なし
1 1
・羽黒公民館に職員配置はなく，�館のみ実施
・各公民館の非常勤職員はすべ�館長
泉地区公民館 〃 〃 2 1
広瀬地区公民館 〃 〃 2 1
羽黒�小地区公民館 〃 〃 1 1
羽黒公民館 〃 － 6 －
櫛引 櫛引公民館 直営 直営
あり
（21 館）
7 1
・鶴岡市教育委員会櫛引分室教育課長が館長 
兼務
朝日
朝日中央公民館 直営 直営
なし
4 2 ・ 南部地区と東部地区公民館は中央公民館の
職員が兼任
・ 熊出公民館は自�治公民館扱い
・ 中央公民館の非常勤職員の��1人が館長，
そのほかの公民館の非常勤職員はすべ�館長
朝日南部地区公民館 〃 〃 1（兼） 1
朝日東部地区公民館 〃 〃 1（兼） 1
熊出公民館 － － － －
温海
第 1地区公民館 �定管理者制度 直営（補助）
あり
（27 館）
1（兼） 1 ・ 第1～4地区公民館は温海公民館の職員が兼任．
各種事業は，市が補助金を交付した各地区公
民館運営委員会が中心となり実施
・ 第1～4地区公民館の非常勤職員はすべ�館長
・ 温海公民館の館長は鶴岡市教育委員会温海
分室教育課長が兼務
第 2地区公民館 〃 〃 1（兼） 1
第 3地区公民館 〃 〃 1（兼） 1
第 4地区公民館 〃 〃 1（兼） 1
温海公民館 直営 直営 5 0
資料）鶴岡市教育委員会社会教育課業務資料．
　注） 「自�治公民館活動支援」とは鶴岡市教育委員会社会教育課が直接，自�治公民館に対し�公民館類似施設事業振興費補助金を交付
すること�ある．���内にはその交付対象の自�治公民館数を示した．
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制
度
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は
業
務
委
託
，「
（
直
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は
直
営
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（
直
・
�
館
）」
は
直
営
だ
が
�
館
の
み
実
施
，「
（
直
・
補
）」
は
直
営
だ
が
補
助
金
交
付
団
体
が
事
業
運
営
を
実
施
，
を
そ
れ
ぞ
れ
示
す
．
　
　
　
2．
「
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業
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関
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と
は
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民
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員
や
「
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と
連
携
し
�
事
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営
に
関
与
す
る
組
織
を
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す
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て6館が文部大臣表彰を受けるなど，公民館実践が活発
に展開されていた．
　こうした中で，1974年に旧市内の大山地区が自治省
のモデル・コミュニティ地区に指定され，1976年に大
山コミュニティセンターが開設された（佐藤，1988）．
このモデル事業を皮切りに，旧・鶴岡市では地区公民館
体制からコミュニティセンター体制への移行が進められ
たが，それは，石油ショックを受けて1973年頃から始
められた行財政改革の一環でもあった（山形県教育委員
会，1993）．こうして，鶴岡市中央公民館を残して郊外
地にあった地区公民館（14館）は順次廃止され，1982
年にコミュニティセンター化が完了した．併せて，コミュ
ニティセンターの所管は教育委員会から市民部生活環境
課（現・市民生活課）に移された．
　その後，旧・鶴岡市は，1982年2月に「鶴岡市市街地
コミュニティ推進研究委員会」を設置し，同年6月に「鶴
岡市市街地コミュニティ推進基本方針──当面の方向」
をまとめた．同方針に基づき，市街地についてもコミュ
ニティセンターの設置に着手し，同年10月に第3学区お
よび第5学区コミュニティセンターを開設した．そして，
翌年以降，自主防災組織の活動拠点の機能をもつコミュ
ニティ防災センターの設置を進めていった．その結果，
1989年4月には旧・鶴岡市の21小学校区すべてにコミュ
ニティセンター（コミュニティ防災センターを含む，以
下同様）が設置された．
　なお，鶴岡市は2006年4月，すべてのコミュニティセ
ンターに指定管理者制度を導入し，コミュニティ振興会
や自治振興会などの地域の住民組織がその管理・運営を
担うこととなった．
4.3. 行財政改革の進展と地区公民館の管理・運営体制
　　　の見直し
　鶴岡市では，合併以降の5年間において，「合併協定書」
および「新市建設計画」（南庄内合併協議会，2004年12
月）に基づき，議会や行政委員会，管理的部門の本庁舎
（旧・鶴岡市役所）への一元化などの機構改革や，「定員
適正化計画」（計画期間：2007〜2010年度）に基づく職
員削減が実施されてきた11）．だが，この時期はまだ，新
市としての一体感の醸成が優先されていたこともあり，
市域に点在する行政機関や社会教育施設の再編に手は付
けられていなかった．
　2010 年 6 月，鶴岡市は，新市誕生から 10 年間にわた
る合併特例期間が2015年度で終了し，合併特例債や年
間約30億円の普通交付税加算などの合併優遇措置がな
くなることを見据え，また，2009年1月に新市初の総合
計画として策定された「鶴岡市総合計画」（計画期間：
2009〜2018 年度）を推進するため，民間有識者と公募
市民合わせて15人からなる鶴岡市行財政改革推進委員
会を設置して，本格的な行財政改革に乗り出した．
　そして，2011年7月，同委員会の答申や市議会，地域
審議会における協議結果，パブリックコメントによる意
見聴取を踏まえて，「鶴岡市行財政改革大綱」（鶴岡市，
2011年7月）（以下，「大綱」と略記）とその実施計画で
ある「鶴岡市行財政改革大綱に基づく実施計画」（鶴岡市，
2011年7月）（以下，「実施計画」と略記）が策定された．
計画期間は2011〜2015年度までの5年間に設定され，市
当局はその推進機関として鶴岡市行財政改革推進本部（本
部長：市長，本部員：部長級職員）を立ち上げた．また，
「鶴岡市総合計画」の実現を図るため，2010年3月に実
施計画を示した「鶴岡市総合計画3ヵ年実施計画（生命
いきいき文化都市創造プラン）」（計画期間：2010〜2012
年度），翌年3月にはその改訂版「鶴岡市総合計画実施
計画（生命いきいき文化都市創造プラン）」（計画期間：
2011〜2013年度）が策定された．
　「大綱」では，行財政改革の基本的な方針として「持
続可能な鶴岡市を実現できる行財政基盤の確立」「市民
とのパートナーシップによるまちづくりの推進」が掲げ
られ，実施年度を明記したうえで「効率的かつしなやか
な行政システムの構築」「合併特例期間終了後を見据え
た財政の健全化の推進」に重点的に取り組むとされた．
その具体的内容・手法として，「効率的かつしなやかな
行政システムの構築」については，①組織・機構の見直
し，②定員管理の適正化，③人事管理・給与制度の見直
し，④職員の資質向上・意識改革──の4点が挙げられた．
これらは合併以来，市当局が進めてきた行財政改革の延
長線上にあり，これまでの改革を一層進めることを意図
していた．
　注目すべきは，後者の「合併特例期間終了後を見据え
た財政の健全化の推進」であり，その実現のために提起
された処方箋は，行財政リストラの徹底という意味で従
来とは異なる性格をもっていた．具体的には，①投資事
業の計画的推進及び市債の適正管理，②事務事業全般の
見直し，③公共施設の統廃合，民間への譲渡・委託の推
進，④補助金の見直し，⑤公営企業の経営改善，⑥自主
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財源の確保，⑦第3セクターの経営改善──が挙げられ
たが，なかでも自治体社会教育に最も大きな影響を与え
たのは「③公共施設の統廃合，民間への譲渡・委託の推
進」であった．そこでは，具体的手法として「廃止」「統
合」「民間譲渡・貸付」「機能・運営手法見直し」「用途
変更」が打ち出された．
　前述したように，鶴岡市内の地区公民館は合併後も旧
町村の制度のまま管理・運営されていたが，「大綱」で
はその見直しが提起された．「実施計画」には「公共施
設の統廃合，民間への譲渡・委託の推進」という方針が
示され，その対象施設と実施時期が具体的に示された．「統
合」（2012年度実施予定）の対象として朝日中央公民館・
朝日老人福祉センター，中央公民館・視聴覚センター・
女性センター，「民間譲渡・貸付」（2006 年度以降実施
予定）の対象として熊出公民館，「機能・運営手法見直し」
（2015年度実施予定）の対象として市内全域の地区公民
館が挙げられた．ただし，「実施計画」では「機能・運
営手法見直し」の具体的な内容は明記されなかった．
　この点について，鶴岡市教育委員会の社会教育担当者
に問い合わせたところ，現在のところ指定管理者制度の
導入を検討中であるということだった．市側は，旧・鶴
岡市のように地区公民館を廃止してコミュニティセンター
へ移行することは，旧町村において多様に展開されてき
た公民館実践の実績を踏まえると現実的ではないと判断
したようである．また，教育委員会が，コミュニティセ
ンターへの移行をめぐって各地域の自治公民館へ意向聴
取したところ，旧・鶴岡市の基準に合わせることに対し
て疑問を述べる声も少なくなかったという．
　鶴岡市では，住民の関心が高い地区公民館の再編につ
いては，市を挙げて取り組まれている行財政改革と，行
政機関あるいは行政サービスの整理・縮小をめぐる住民
の根強い抵抗感のはざまで，地域的配慮の観点から，指
定管理者制度が選択されたものと考えられる．なお，旧
町村ごとに公民館体制が大きく異なることから，指定管
理者制度の導入完了には時間がかかるものと予想される．
　ここで，鶴岡市では学校統廃合が具体化しつつある点
にも触れておきたい．2010年8月に鶴岡市教育委員会が
設置した鶴岡市学校適正配置検討委員会は，少子化や過
疎化が進む中で望ましい学校規模の実現を図ることを目
的として，2011年5月に学校適正配置の方針である「鶴
岡市における適正な小中学校の学区に関する提言につい
て　最終報告」をまとめた．これを受け，教育委員会は
「鶴岡市学校適正配置基本計画」（鶴岡市教育委員会，
2011年5月）を策定し，6月からは学校適正配置地域説
明会が順次実施されている12）．
　まだ，その行先きは不透明であるが，学校統廃合の主
要な対象地域は少子化の進む旧町村部の過疎地域であり，
そこでは行政機関の整理・縮小と並行して，社会教育お
よび学校教育の両面から，地域教育構造の再編が進めら
れつつある．
５．まとめにかえて
　究極の行政改革と呼ばれる市町村合併を経た後でも，
合併自治体では行財政改革が引き続き取り組まれ，その
一環として自治体社会教育の見直しが例外なく進められ
ていた．以下では，社会教育施設の配置および管理・運
営の再編に関する今回の実態調査から得られた知見を整
理する．そのうえで，筆者が今後取り組むべき2つの研
究課題と，それらに対する筆者の現状認識と問題意識を
述べていきたい．
　酒田市では，市町合併のイニシアチブをとってきた旧・
酒田市の地区公民館の再編方針がそのまま引き継がれ，
酒田市中央公民館を残してすべての地区公民館が廃止さ
れた．地区公民館の廃止地域には首長部局所管のコミュ
ニティセンターが設置され，市職員の引き揚げに伴い，
施設管理や事業運営は地域住民が設立したコミュニティ
振興会に業務委託された．ただし，これまでのところ，
コミュニティセンターの管理・運営に指定管理者制度を
導入する動きはみられなかった．
　鶴岡市では，旧市内には，鶴岡市中央公民館以外に公
民館はなく，小学校区ごとにコミュニティセンターが設
置されていた．また，旧町村部には，地域ごとに異なる
公民館体制が敷かれたままであった．合併から5年が経
過した2010年から，行財政改革に向けた議論が開始され，
その結果，旧町村部にある地区公民館のあり方が見直さ
れることとなった．今回の行財政改革では，地区公民館
のコミュニティセンターへの移行は見送られたものの，
地区公民館の管理・運営には指定管理者制度が導入され
る見通しとなった．なお，鶴岡市では，ここに来て学校
統廃合の動きがみられるようになっており，おおむね小
学校区ごとに設置されている地区公民館の再編問題が今
後，浮上する可能性が考えられた．
　以上の知見を踏まえると，「はじめに」でも述べたよ
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うに，合併自治体では自治体社会教育の平準化というべ
き事態が進行しているといえよう．財政健全化を最大の
目的とする行財政改革を進めるうえで，合併自治体の周
辺部に位置し，比較的人口が少ない旧町村部はその有力
なターゲットであり，実際に，こうした過疎地域では行
政機関の整理・縮小が進められていた．自治体社会教育
施設の配置および管理・運営をめぐっては，自治体内部
で一律的に公民館が廃止されコミュニティセンターに置
き換えられたり，公民館の管理・運営への指定管理者制
度の導入が検討されたりするなど，合併自治体では「公
民館の非公民館化」の動きが強まりつつあった．こうし
た「公民館の非公民館化」の進展は，地域住民の学習文
化活動を支援してきた自治体職員の引き揚げを必然的に
伴うことから，教育機会が乏しいという過疎地域の現実
を踏まえれば，地域住民の学習権の保障を後退させる恐
れがあるものと考えられた．
　最後に，これまでの検討結果を踏まえながら，残され
た研究課題を2点挙げ，それらの課題に対する筆者の現
状認識と問題意識について述べておきたい．
　第1に，筆者が現在進めている，森林地域の貧困化を
克服し得るような住民参加による持続可能な地域づくり
のあり方に関する調査研究と，本稿の検討事項との関連
について触れておきたい．住民参加を軸とした持続可能
な地域づくりをいかに実現していくかという筆者の問題
意識に照らせば，「はじめに」で指摘したように，住民の
学習文化活動の拠点である公民館とそこで働く自治体職
員の存在は，「生活圏における可視的な関係を基盤に成立
してきた住民自治の営み」（内田，2006）を支え，促すも
のとして改めて積極的に位置付けられる必要がある．
　都市部に比べ教育文化施設が不足しがちな森林地域で
は，公民館はまさに「文化の殿堂」であり，自治体職員
の支援を受けながら学習文化活動に自由に取り組める貴
重な「場」であったし，その役割はいまもそう大きくは
変わらないものと思われる．筆者は，そのような「場」
において，地域住民が日常的に顔をあわせ，ともに学び，
運動会など各種行事を企画・実施するという共同経験を
重ねることが，持続可能な地域づくりの基盤であるソー
シャルキャピタル（社会関係資本）の醸成にもつながる
ものと考えている．
　そうした意味で，筆者が懸念するのは，公民館の廃止
（＝非教育施設化）や自治体職員の引き揚げを伴う指定
管理者制度の導入は，地域づくりをめぐる住民の共同経
験の「場」の存続を難しくし，目下重要な政策課題であ
る地域再生の芽を摘むことになりはしないか，という点
である．それはまた，生活圏における行政と住民の日常
的な交流の回路を閉ざし，住民自治を後退させかねない
ように思われる．
　市町村合併により海岸部から山間部まで広大な市域を
形成することとなった合併自治体が，これから真に持続
可能な発展を実現できるかどうかは，自治体当局が，森
林地域をはじめとする過疎地域における学習文化活動の
価値をあらためて認識したうえで，いかにその営みを継
続的に保障していくかにかかっているといえよう．
　第2に，現在，市町村合併に伴う行財政改革と連動し
ながら，全国各地で小中学校の統廃合が相次いでいるこ
とにも触れておく必要があろう（境野，2010）．前述し
た鶴岡市だけでなく，酒田市においても小中学校の統廃
合が検討中あるいは実行に移されている13）．そこでの統
廃合の主要な対象は，合併自治体の周辺部に位置し少子
化の進む旧町村部の小規模校，なかでも地域社会と関係
の深い小学校にある．これまで述べてきたように，両市
では，地区公民館やコミュニティセンターはおおむね小
学校区ごとに設置されてきた．
　この事実からも容易に推測されるように，学校統廃合
は自治体社会教育の再編に飛び火する可能性が十分にあ
り得る．実際，学校統廃合の対象地域の住民は，今回の
学校統廃合が，学校教育（子どもの学び）の再編にとど
まらず，社会教育（大人の学び）やコミュニティ施策の
あり方に変容を迫るものと捉えている14）．近い将来，学
校統廃合の進展に伴い，自治体社会教育やコミュニティ
施策の見直しが自治体当局から提起される可能性は高く，
過疎地域の教育構造はさらなる再編局面を迎えることが
予想される．
　以上のような現状認識と問題意識を念頭に置きつつ，
今後，本稿では言及できなかった個別の社会教育実践の
展開過程に関する詳細な事例分析を重ね，森林地域をは
じめとする過疎地域の定住条件をこの先いかに創出して
いくかという視点から，自治体社会教育および地域教育
構造の再編の行方を検討していきたい．
付　記
　本稿執筆のきっかけは，2010年度に集中講義形式で
開講された山形大学農学部の共通科目「社会教育論」（対
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象学年：2年生）の一部を筆者が担当したことにある．
講義に先立ち，筆者は，農学部の所在する庄内地方の現
況をまず知る必要があると考え，自治体社会教育の再編
に関する調査に取り組むこととなった．本文でも述べて
きたように，山形県内で唯一，市町村合併が行われた庄
内地方では，自治体社会教育がまさに転換期を迎えつつ
あり，今回の調査研究を通じて興味深い知見を得ること
ができた．こうした貴重な教育研究機会を提供していた
だいた「社会教育論」の担当教員である山形大学農学部・
小沢亙教授，同・高橋教夫教授に感謝申し上げたい．ま
た，現地調査に当たり，酒田市教育委員会社会教育課・
佐藤秀治係長，鶴岡市教育委員会社会教育課・佐藤嘉男
主査から，暖かいご指導，ご援助をいただいた．この場
を借りてお礼申し上げたい．
和文摘要
　地方自治体財政の再建が目下重要な政策課題となり行
財政改革が推し進められる中で，自治体社会教育はどう
再編されつつあるのか．本稿では，「平成の大合併」に
伴い広域化した合併自治体の公民館をめぐる政策動向に
着目し，自治体社会教育の再編の現段階を明らかにした．
検討対象は，市町村合併により海岸部から山間部まで広
大な市域を形成することとなった山形県酒田市と鶴岡市
である．両市とも合併以来，行財政改革を加速化し，酒
田市では地区公民館に代わってコミュニティセンターを
設置し，鶴岡市では地区公民館への指定管理者制度の導
入を検討していた．自治体社会教育の再編は経済，社会，
文化的背景の異なる地域においても一律的に進められて
おり，今後，各地域の生活課題に即して多様に展開して
きた社会教育実践をどう継承，発展させていくかが問わ
れている．
注
 1） 公の施設とは，普通地方公共団体が設置する「住民
の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するた
めの施設」（地方自治法第244条（公の施設）の第1
項）のことである．
 2） 1999年7月に公布された地方分権の推進を図るため
の関係法律の整備等に関する法律（地方分権一括法）
に基づき，旧・合併特例法（市町村の合併の特例に
関する法律）の大規模な改正が行われ，政府主導に
より「平成の大合併」と呼ばれる市町村合併が開始
された．その結果，全国の市町村数は1999年3月末
の3,232市町村（670市，1,994町，568村）から，新・
合併特例法（市町村の合併の特例等に関する法律）
が期限切れとなった2010年3月末には1727市町村
（786 市，757 町，185 村）に減少した．進捗状況は
地域ごとにばらついており，西日本では合併が大き
く進んだが，東日本ではあまり進まなかったという
「西高東低」の現象がみられた．
 3） 日本社会教育学会ホームページ，「会長あいさつ」（日
本社会教育学会会長鈴木敏正（北海道大学）），
http://wwwsoc.nii.ac.jp/jssace/menu2.html
（2011年9月30日取得）．
 4） 山形県では，市町村合併の動きは鈍く，2010年3月
末までに合併が行われたのは県内4地域（村山，最上，
置賜，庄内）のうち庄内地方だけであった．庄内地
方では2005年7月に庄内町（2町が合併），同年10
月に酒田市（1市3町が合併），同年11月に鶴岡市（1
市4町1村が合併）が新たに誕生し，同地方内にお
ける市町数は2市3町となった．それに伴い，県内
の市町村数は1999年3月末の44市町村（13市，27町，
4村）から2010年3月末には35市町村（13市，19町，
3村）に減少した．
 5） 社会教育施設における指定管理者制度の導入の問題
点については，例えば，『月刊社会教育』（「月刊社
会教育」編集委員会，2011年3月1日）の第55巻第
3号の特集「指定管理者制度を問い直す」を参照し
てほしい．また，2011 年 3 月 11 日に発生した東日
本大震災では，指定管理者制度を導入していた社会
教育施設が協定書──公の施設の設置者である地方
自治体が指定管理者に業務を委任するうえで取り交
わす契約書に準ずるもの──に縛られて災害対応拠
点として十分に機能しなかったという事例が報告さ
れている（石井山竜平「被災地・仙台の社会教育は」
（第35回社会教育学・教育社会学東北・北海道研究
集会：北海道教育大学函館校，2011年6月12日））．
 6） 『社会教育調査』とは，文部科学省（旧・文部省）が，
社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的事項
を明らかにすることを目的として，都道府県と市区
町村の教育委員会および各自治体に設置されている
すべての社会教育施設（類似施設も含む）を対象に，
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1955年から概ね3年ごとに実施しているものである．
 7） 全国の公民館数は，統計を取り始めた1955年度の
35,352施設をピークに増減を繰り返しており，近
年では，1999年度（1999年10月1日現在，以下省略）
が 18,257 施設，2002 年度（2002 年 10 月 1 日現在）
が17,947施設，2005年度が17,413施設，2008年度
が15,943施設と減少傾向にある（『社会教育調査』）．
 8） 山形県内の公民館数は全国傾向とは異なり，1999
年度が602施設，2002年度が601施設，2005年度が
606施設，2008年度が623施設と増加傾向にある（『社
会教育調査』）．
 9） 庄内広域行政組合は1994年，国から地方拠点都市
地域の指定を受け，庄内地方の全14市町村が参加
して設置された．それ以前にも，庄内地方では，
1967 年に「庄内地域開発の構想」がまとめられ，
1969年には庄内開発協議会が設立されるなど，地
域振興に向けて全市町村が連携してきた．1971年
には，国から庄内市町村圏の指定を受け，庄内広域
行政組合の前身組織である庄内広域行政協議会が設
置されるなど広域行政が展開されてきた．
10） 酒田市教育委員会事務局の再編推移は次の通りであ
る．合併直後の教育委員会事務局は，管理課（管理
係，施設係，学校保健係），学校教育課（指導係，
学事係），生涯学習課（管理係，生涯学習係，事業係），
文化課（芸術文化係，文化財係），体育課（体育係），
八幡教育振興室，松山教育振興室，平田教育振興室
により構成されていた．2009年度の自治体機構改
革に伴い，旧町にあった八幡，松山，平田の3教育
振興室が廃止され，その業務は教育委員会の各課と
首長部局の各総合支所地域振興課に振り分けられた．
また，生涯学習課から，コミュニティ団体の育成支
援に関する事務が首長部局のまちづくり推進課に移
管され，生涯学習係と事業係が統合された．その結
果，2009年度の事務局体制は管理課，学校教育課，
生涯学習課，文化課，体育課となった．2010 年度
も機構再編は続けられ，文化課（文化財係を除く）
と体育課が，第2章2節で触れた社会教育法制の改
正を受けて，「教育の枠にとらわれずに他の施策と
の横断的な連携を図るため」（『私の街さかた』（酒
田市，2010年3月16日号），No.106，p.2），首長部
局に移管された．また，生涯学習課が社会教育課に
改称され，同課の事業係が社会教育係に変更された
ほか，社会教育課には文化課文化財係が移管された．
その結果，2010 年度の教育委員会事務局は，管理
課（管理係，施設係，学校保健係，学校給食共同調
理場，学区改変推進室），学校教育課（指導係，学
事係），社会教育課（管理係，社会教育係，文化財係）
の体制となった．なお，社会教育課の管理係では生
涯学習施設の維持管理や庶務，社会教育係では各種
事業の企画・実施，文化財係では文化財調査と保護
管理が主な担当業務とされている．
11） 鶴岡市教育委員会の再編推移は次の通りである．合
併時点における鶴岡市教育委員会の事務局は，管理
課（庶務係，経理係，施設係），学校教育課（指導係，
学事保健係，青少年育成センター），社会教育課（社
会教育係，芸術文化係，文化財係），スポーツ課（ス
ポーツ振興係，スポーツ施設係），藤島分室教育課，
羽黒分室教育課，櫛引分室教育課，朝日分室教育課，
温海分室教育課により構成されていた．各地域庁舎
に設けられた分室には学校教育班，社会教育体育班
が配置された．社会教育課の社会教育係では，社会
教育委員と社会教育，地域社会教育（自治公民館），
視聴覚教育に関すること，芸術文化係では芸術文化
活動と芸術文化団体に関すること，文化財係では文
化財と文化財関係団体に関すること，が主要な担当
業務とされた．2006年度には教育委員会事務局の
管理課，学校教育課，社会教育課が櫛引庁舎に移転
した．2011 年度には分室の学校教育班が管理課，
学校教育課に集約された．2012 年度には，分室の
社会教育体育班が地域庁舎の総務課や教育委員会内
の関係課に集約され分室教育課は廃止される予定で
あり，社会教育課も文化振興課（仮称）に再編され
ることが予定されている．
12） 2011年6月8日から7月20日にかけて，第1段階目
の学校適正配置地域説明会が中学校区単位で開催さ
れた．鶴岡市教育委員会の公開資料から説明会の質
疑応答の様子をみると，「小規模校の不利な点，感
じない．統合のマイナス面も大きいのでは．学校が
無くなると過疎化が進まないか．過疎対策を並行的
に実施すべきでないか」（朝日地域），「対象校は，
小さくとも130年以上も続く歴史ある学校である．
地域とも深い関係にあることから，慎重に進めてほ
しい」（藤島地域），「学校が無くなったら地域が存
続できなくなる」（第2中学校区）など，学校統廃
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合が地域衰退に拍車を掛けるのではないかと住民は
懸念していた．
13） 鶴岡市の学校適正配置地域説明会では，地域住民か
ら「行財政改革との関連はないのか」（豊浦中学校区）
という質問が出され，それに対して市側は「行財政
改革と学校適正配置事業とは別次元の問題．あくま
でも教育環境の整備が目的である」と答えていた．
だが，市側は，学校統廃合により，学校数が多いほ
どかさむ修繕経費や教育運営経費の削減を見込んで
いることからも，「あくまで教育環境の整備が目的」
という発言をそのまま受け取ることはできないよう
に思われる．学校統廃合は財政支出の削減を急ぐ市
の行財政改革の一環でもあると考えるべきだろう．
14） 鶴岡市の学校適正配置地域説明会では，地域住民か
ら「学校の統廃合は仕方ないかと思うが，地区公民
館活動や社会教育活動が弱まらないようにお願いし
たい」（羽黒地域）という発言があり，それに対し
て市側は「公民館のあり方など，具体的な見通しが
たった段階で色んな課題が出てくる．その地域に合っ
たコミュニティのあり方，公民館の役割などは当然
検討していかなければならない」と答えている．
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